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論文内容要旨
 本研究は、分散居住の進む現代の多様な居住形態を「ネットワーク居住」という概念を用いて把握し、その
 内容を構造的に解明するとともに今後の動向を探ることを目的としている。家族形態の多様化はもはや模家族を
 も典型とはせず、夫婦のみ世帯並びに大都市を中心とした高齢者および暗者の単身世帯の増加が平均世帯規模の縮小
 をもたらしている。このような状況の下で、人々の生活は、家族を分散させ住居を別にしつつ、交通通信網を駆使し
 てネットワークとしての居億状態をつくりだしている。交通の発達による移動性の高まりに加え、インターネットお
 よび廃帝電話の普及など高度情報化社会による通信網の発達もネットワーク化を進める一因となっている。このよう
 に近年ではライフスタイルが多様化し、生活の外部化および単一世帯を越えた相互の関わりを持つ[ネットワーク居
 住」の形成が進んでおり、これまでの世帯の定義では居住生活全体を把握することは困難になりつつある。
 本研究は、[家族iという曖昧な語を含みながら、第一に壕鹿意識範囲」という概念を用いて調査により対象者
 の家族を明確化し、第二にこの対象者が示す家族意:識範囲内の分散世帯の実態を詳細に把握し、第三にこの実態把握
 から得られた関係性を[ネットワーク居住」という総称を用いたシステムとして捉え、その稗組みおよび内部構造を
 解明しようとするものである。現代社会においては家族形態の変容が多様に進行しており、ネットワーク居住の視点
 からその変化を捉え、今後の住宅像にかかる居住者の動向を探ることが本研究の本来的な目的である。
 なお、研究の前提となる「家族1および「世帯」の定義について、本研究では「家旋意識範囲」という語を用いて
 調査対象者自らが家族であると意識する人の範囲を指す。このため、既に死別した家族あるいは非血縁者・非親族が
 「家族億識範囲」に含まれる場合もあり得る。また、「世翻については国勢調査等における世帯の定義に倣い、『住
 居と生計を一にするもの」とする。
 これまでのネットワーク居住研究においては、ケーススタディ的にネットワークする家族員あるいは分散世帯間の
 関係を読み取り、整理し、その方向1生について検討していくこと力桁われてきた。一方、本研究においては、ネッ
 トワークの広がりの枠組み(フレーム)をシステムとして捉え、多数のデータを基に数量的に計測し、分析指
 標を用いて統計的に枠組みを設け構造的に把握する点、さらに地域牲を踏まえた空間的広がりの特性に言及す
 る点が新たな研究上の特徴といえよう。
 本論文の構成は6章からなり、第1章においては研究の時代的背景を整理し、都市社会学および建築学的視
 点から既往研究を概観した上で研究の位置付けを行い、研究目的及び方法について言及した。
 第2章から第4章においては調査を基にした分析を行った。まず東北地方の中心都市である仙台市を取り上
 げ、実態調査を行い、次いで調査対象地を東北地方全体に広げ、地方単位でのネットワーク居住の実態および
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 県別での各地区単位間の比較分析を行った。さらに、比較対象として大都市圏を含む関東圏2都市での調査に
 より、大都市におけるネットワーク居住と東北地方との違いについて把握することを試みた。
 調査方法としては、選挙人名簿より成人男女を無作為抽出し、対象者自身が「家晩と考える人の範囲とそれぞれ
 の世帯および住宅状況等を尋ねる郵送留置自記式アンケート方式にて実施した。調査期間は2000年1月一2003年12
 月、延べ20市町で14,鰯票を配布し、回収票総数は2,645票であった。この結果票を基に第2章から第3章におい
 てネットワーク居住の実態解明を行った。
 第2章では仙台市において行われた先行調査より得られたデータを基に、分散居住の実態を明らかにするとともに
 全体的な研究の分析指標、手頃および研究のフレームを整理した。ここでは、世帯状況および分散住宅に関わる(嫁
 族人数②ネットワーク世帯数、③親族圏、④ネットワーク家族類型、⑤ネットワーク住宅型の5つの分析指標を設
 定し得た。
 第3章においては、宮城県を除く継続調査の行われた東北5県および関東圏2都市の調査結果をもとに、さらにネ
 ットワーク居住の実態解明を試みた。分析については、第2章で得られた分析指標を用い、仙台市と同様に東北地区
 全体と仙台市との比較とともに地域性を見いだすための東北地方の各地区間および関東圏2都市との員較分折も併せ
 て行った。
 この結果、ネットワーク居住において家族意識範囲に含まれる家族人数、世帯数、親族的広がりなどの基本的特性
 に地域差のない共通の傾向があることが明らかとなった。一方、ネットワーク家族類型での分析において、主な家
 族形態を取り出し、世帯規模と分散の度合いからそれぞれの位置関係を確認した上で4つのネットワークタイ
 プに分類し地区ごとにその構成比を比較したところ、東北地方、中でも山形地区では直系家族(三世代同居)
 世帯を中心とする家族意識が弛地区より明確であることが伺え、大都市では、世代同居世帯を含むタイプは少
 なく、小規模世帯でのネットワーク居住が主流である傾向が認められた。このように大都市では夫婦または核
 家族単位を複数含みつつ親子間でネットワークするタイプが目立って多く、三世代同居に代わる新しい家族形
 態として実在することが裏付けられた。また、住宅の建て方と所有形態を基に類型化を行った住宅ネットワー
 ク型分類においては、東北地方では戸建持家のウエイトが大きく、戸建持家+借家あるいは戸建持家のみのネ
 ットワークが主流であるのに対して、関東圏の特に千葉市においては、共同持家を含む多様なタイプで構成さ
 れることが明らかとなった。このようにネットワーク居住における東北各地区の実態からは、農村社会的な直
 系家族の糊生を色濃く残す山形地区が際だった特徴を示し、大都市的特性を持つ仙台市および関東大都市圏2
 都市の結果との対比が明確となった。
 第4章においては、第2章および第3章の分析結果を踏まえ、ネットワーク居住の構造を解明する際に配偶関係を
 含めた家族形態の把躍と共に世帯主年代力・ら推瀾できるライフステージを分析指標とするこ.とが有効と考えられたた
 め、新たな分析軸としてライフステージに着目し、改めて東北地方・関東圏全体および各地区の居住状況についての
 解釈を加え、ネットワーク居住の特性を浮き彫りにしようとした。その際、ライフステージを世帯のライフサイクル
 に沿って2軸で区切る1一皿期に分け、軸を固定した上で改めて分析指標に基づきステージごとに各データを見
 ることで、ネットワーク居住の構造および地区特性をより詳細に把握することが可能となった。この結果、家
 族意識範囲は結婚を経る段階で広がり、その後のステージでは選択的に縮小していくこと、その際、意識は「子」
 に集中していく傾向にあるという共通点が明らかとなった。また、大都市圏では皿期高齢期において「子」世
 帯外の広がりの割合が増加しており、家族人数およびネットワーク世帯数の平均値も再び増加傾向が見られる
 ことから、別居を前提としたネットワーク居住の広がりが維持されていることが伺えた。また、同じく皿期に
 おいては、子世帯とともに親および兄弟もある程度の書捨見られ、空間的広がりも広い範囲におよぶことが明
 らかとなった。
 ネットワーク居住の空間的広がりの範囲は、地方においては同市・同県といった地元中心の広がりから、子
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 世代の独立により、主に関東を中心とした広い範囲でのネットワーク居住となる確率も高まっていると考えら
 れ、二極化傾向が見られる。一方で、大都市では同居にこだわらず、夫婦双方の親ならびに兄弟との関係を維
 持している様子が伺え、空間的広がりも広い範囲におよぶ傾向が明らかとなったことから、地方・大都市両方
 の流れにおいてネットワーク居住の空聞的広がりは変化しつつあると言え、ネットワーク居住における空間的
 広がりの脱地域化の進行が考えられた。
 第5章ではネットワーク居住の構造解明のもう一つの指標としてコスト分析を試みた。コスト分析に際して
 は、データの入手が重要な要件となるが、分析に足る実際のデータを得ることは非常に困難なため、第1節で
 ネットワーク居住コストの考え方を整理した上で、第2節においては、独自に行った実態調査結果を用いた分
 析を行った。第3節ではより客観的データとしては現在入手可能な調査報告書である全国消費実態調査報告を
 用いた分析を行った。この既存のデータを用いた分析に際しては、モデル世帯を想定しネットワ」ク居住コス
 トの特性把握を試み起また、このモデル世帯と実態調査データとの整合性についての検証を行った。
 その結果、本研究においては、子他出型のネットワーク居住を対象とした実態調査より、子他出世帯におけ
 るネットワーク居住の発生時費用および家族家計(中心世帯)の変化を伴うランニングコストの」部が明らか
 となり、ランニングコストについては、世帯人員の分散化により、光熱費を含めたそれぞれの住居費および交
 流のための経費がかかることが実質的な費用とともに改めて明らかとなった。ネットワーク居住のサイクルが回
 り始めると、コストは顕在化しにくくなるが、ネットワーク居住を維持するためにランニングコストは常に費やされ
 ることから、ネットワーク居住に対するコスト意識を明確化ずることが、ライフスタイルを再考する端緒となりうる
 といえよう。
 また、全国消費実態調査報告より基準となる世帯の消費支出を基に、居住類型に対応したネットワーク居住
 のモデル世帯を想定して具体的な支出額を当てはめ、消費特性の検討を行った結果、世帯問の交流に関わる交
 通費および通信費の伸びと共に、ライフスタイルを反映していると思われる食費内訳の差などが顕著に認めら
 れた。このことよりネットワーク居住世帯の支出(コスト)を把握する手掛かりとして、世帯状況の把握が重
 要であり、特に単身世帯などの小規模世帯と中心(家族)世帯とのつながりを前提に考えることにより、各世
 帯の位置付けが明確となり全体的な消費傾向が把握しやすくなると考えられた。
 ネットワーク居住コスト分析については、今回は基データの制約から把握できない部分もあったが、既存実
 態調査データからは具体的なネットワーク居住コストの存在が確認でき、また、モデル世帯の比較分析より、
 世帯状況・ライフスタイルに応じた消費特性が把握できたことから、既存の統計データからも、ライフステー
 ジ、世帯類型を当ではめることにより、ある程度のネットワーク居住コストを予測できうると考えられた。
 今後の社会生活が個人単位へと移行していくとしても、もはやネットワークは不可欠であり、このネットワークを
 有益なものとするためには個人単位での相互のコミュニケーション能力とともに、ネットワークのマネジメント(経
 営・運営)のノウハウを身につけることが求められるであろう。この時、ネットワーク居住におけるコスト意識を明
 確化することにより、より具体的なイメージを持つことが可能となると、思われる。
 以上のように、現代社会においてはネットワーク居住を前提とした生活像の把握が求められており、本研究
 で行った分析が有効な指標となりうるものと思われる。その点から、本研究の「ネットワーク居住」という概
 念設定そのものに重要な意味があると考えられよう。
 第6章では、各車のまとめとともにネットワーク居住の方向性と課題を示し総括とした。
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 論文審査結果の要旨
 近年ではライフスタイルが多様化し、生活の外部化および単一世帯を越えた相互の関わりを持つ居住
 形態、すなわち「ネットワーク居住」が進んでおり、これまでの世帯の定義では居住生活全体を把握す
 ることは困難になりつつある。本研究は、分散居住の進む現代の多様な居住形態を「ネットワーグ居住」と
 いう概念を用いて把握し、その内容を構造的に解明するとともに今後の動向を探ろうとした研究であり、全
 編6章よりなる。
 第1章は序論であり、研究の時代的背景を整理し、都市社会学および建築学的視点から既往研究を概観
 した上で研究の位置付けを行い、研究園的およU研究方法について言及している。
 第2章では、仙台市において行われた先行調査より得られたデータを基に、分散居住の実態を明らかにす
 るとともに、全体的な研究の分析指標、手順および研究のフレームを整理し、世帯状況および分散住宅に関
 わる5つの分析指標を設定している。
 第3章では、調査対象地を東北地方全体に広げ、地方単位でのネットワーク居住の実態解明および県
 別での各地区単位間の比較分析を行い、さらに、比較対象として大都市圏を含む関東圏2都市での調査
 .により、大都市におけるネットワーク居住と東北地方との違いについて明らかにしている。
 第4章では、ライフステージという新たな分析軸を設定し、先の5っの分析指標を同時に用いること
 で、ネットワーク居住そのものおよび各地区の地域性について、より詳細に把握し、ネットワーク居住
 
 の構造的解明に至る可能性を示している。'
 第5章では、ネットワーク居住を捉える新たな視点として、ネットワーク居住のコスト分析を試み、
 独自に行った調査データからネットワーク居住コストを見出すとともに、全国消費実態調査報告のデー
 タを用いてネットワーク居住のモデル世帯を設定し、世帯タイプごとの消費特牲を把握している。
 第6章は結論である。
 以上、要するに本論文は、ギネットワーク居住」という概念を用いて、地方ξ大都市圏との世帯特性、
 住宅特性および空間特性の相違点を浮き彫りにし、さわに、ライフステージという分析指標を用いてそ
 の構造解明を行い、ネットワーク居住の方向性についての示唆を得た点で先駆的かつ独創的な研究であ
 り、今後の住宅政策や住宅計画理論に新たな視点を提供するもので、建築学の発展に寄与するところが
 少なくない。
 よって、本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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